
・2023年の消費生活相談件数は約90.9万件で、前年より増加。

消費生活相談の概況
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【参考】有資格者の現況（地域偏在）
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消費生活相談員の採用形態

（出典）令和6年度「地方消費者行政の現況調査」



住民10万人当たりの有資格者数及び消費生活相談員数
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（注）総務省住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数(令和6年1月1日現在) 及び令和6年度地方消費者行政の現況調査を基に集計。
また、本グラフにおける「有資格者数」については、独立行政法人国民生活センター、一般財団法人日本産業協会公表の2024年度時点の資格認定者累積数の単純合算である。



平均契約購入金額等の推移

出典：令和７年版消費者白書

 2024年に寄せられた消費生活相談１件当たりの平均金額をみると、全体では、請求された又は契約した金額である「平
均契約購入金額」 が87.8万円、実際に支払った金額である「平均既支払額」が48.4万円であり、共に昨年より増加。

 消費生活相談の契約購入金額及び既支払額それぞれの総額をみると、2024年は、「契約購入金額総額」は4,257億
円、「既支払額総額」 は1,835億円であり、共に昨年より増加。




